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◯34 番（松野 隆）登壇 私は、公明党福岡市議団を代表し、個人情報のセキュリティー

対策、特に住民票の適正管理について、並びに給食センター再整備検討事業についての２点

について質問をさせていただきます。明快な答弁をお願いいたします。 

 初めに、個人情報のセキュリティー対策についてお尋ねします。 

 世界を震撼させたウィキリークスによるアメリカの外交公電流出事件は、今後、国際外交

に甚大な影響を与えるのではと懸念されております。国内においては、高齢者の所在不明問

題が全国的に表面化しました。また、企業が保持する個人情報の漏えいや個人情報の悪用に

よる悪質商法、海外からの懸賞金メール、高齢者をねらったおれおれ詐欺、振り込め詐欺な

どの新しい犯罪が横行し、ＩＴ時代における情報の取り扱いは大変重要な課題になってお

りますが、本市におきましてもＵＳＢや個人情報の入った書類の紛失がたびたび起きてお

ります。 

 2003 年に施行された個人情報保護法は、情報管理への意識を急速に高めましたが、一方

で孤独死や幼児虐待など高齢化や子育てにまつわる事件、事故などへの対応をめぐり、町内

会関係者や民生委員さんが悩まれている課題に対しては、行政内部では個人情報保護法が

かえってかせとなり、関係部局が横断的に思い切った施策を打てないというデメリットも

生じております。善良な市民を犯罪から守り、同時にＩＴ時代における市民の利便性を図る

など、個人と公の利益追求には、さらなる個人情報のセキュリティー対策は必要不可欠であ

ると思います。 

 本年は５年に１度の国勢調査が行われた年であります。本市在住のＡさんの話によりま

すと、さかのぼること５年前の国勢調査時に、Ａさん宅に調査員が全く縁もゆかりもない男

性Ｂの調査票を持参したということでした。Ａさんの住所に全く見ず知らずの人間Ｂが住

民登録をしていたのです。早速、Ａさんは区役所に電話、Ｂという人間はＡさんの住所には

存在せず、法的にも戸籍上も住所はＡさんの土地、家屋であり、Ａさんは当然、Ｂの住民票

を消除してほしいと要請し、本人がそこに住んでいないのなら消除しますとの返答を得ま

した。気味の悪さを覚えながらも一安心されたのです。ところが、本年、５年ぶりの国勢調

査の際、またＢあての調査票が届いていたことが９月 27 日に判明したそうであります。区

役所に問い合わせたところ、Ｂの住民票は驚くことに消除されておらず、つい先日までＡさ

ん宅に住民登録されておりました。そこで先日、Ａさんから御相談をお受けしました。御本

人は大変お怒りで、行政に対し不信感を募らせておられるのは言うまでもありません。どう

か行政は今回の経緯について真摯に受けとめていただきたいと思います。 

 そこでお尋ねします。近年、全国的に、成り済ましによる住民票の異動届や虚偽による登

録などの事案が全国的に問題となっておりますが、本市で直近の５年間に判明した同様の

事案数と主な内容についてお示しください。 

 また、いわゆる職権消除についてはどのようなパターンがあり、直近の５年間には何件の



職権による住民票の消除が行われたのか、お答えください。 

 あってはならないことですが、Ａさんのケースで重要な点である、前回の国勢調査の際に

登録が虚偽であると判明したにもかかわらず、なぜＢの住民票は消除されなかったのか、お

答えください。 

 住民票の異動届について、当然、本人確認が行われているはずですが、なぜこのようなこ

とが起こるのか、また、本人確認にはどんな書類や証明書が必要なのか、お答えください。 

 次に、給食センター再整備検討事業についてお聞きします。 

 戦後の食料事情の悪さから、子どもたちの健全な成長のために導入された学校給食も、さ

まざまな段階を経て大きく変わり、現在に至っております。自校方式の導入希望やセンター

方式の改善、食器の導入の際など、議会においてもその都度、幾度となく議論されてまいり

ました。本市の中学校、特別支援学校で実施されているセンター方式による学校給食も、市

内４カ所にある学校給食センターが建設後、最長 37 年を経過しようとし、施設の老朽化が

進んだことから、現在、教育委員会では新しいセンター建設に向けての検証のため議論が行

われております。 

 近年、食を取り巻く事件、事故が契機となり、食の安全性確保が大切な課題として大きく

取り上げられ、食の安全性への関心はかつてないほど高まっております。のみならず、子ど

もたちと食の関係について、食事の栄養やバランスが体と心に与える影響や、肥満や生活習

慣病の増加あるいは食べることや食材の生産者に対する感謝の心が失われるなど、日本が

持つ豊かな食の精神文化が薄れつつあることなどを背景に、平成 17 年に食育基本法が制定

され、以後、食育が大きくクローズアップされております。 

 そこでお尋ねしますが、そもそも食育の定義とは何でしょうか。本市教育委員会は子ども

たちにとっての食育の重要性をどのように考え、学校給食にどのように反映しておられる

のか、改めてお伺いします。 

 現在進めておられる学校給食センター再整備について、基本的事項についてお尋ねしま

すが、学校給食センターの基本的役割についてどのようにお考えでしょうか、お答えくださ

い。いつからどのような体制で、どういう議論をしておられるのか、あわせてお伺いします。 

 ＰＦＩの導入と民間委託について、教育委員会の現段階でのお考えについてお示しくだ

さい。 

 ある業界紙が８月に掲載した記事によりますと、第１センターの整備計画作成支援業務

の委託を９事業者に対しプロポーザルを実施し、１社に特定したと報道されておりますが、

事実関係についてお答えください。 

 また、センター再整備事業に当たり、他都市のセンターについて実際に本市教育委員会は

どこを視察し、調査を実施されたのか、その結果と主な課題についてお答えください。 

 第１回の再整備基本構想策定委員会の議事録によりますと、教育長が新センター検討の

目的についての話をされておりますが、運営の合理化、効率化といった問題を踏まえる旨の

御発言をされております。何の合理化、効率化なのか、御発言の趣旨について詳しくお知ら



せください。 

 以上で１回目を終わり、２回目からは自席にて質問いたします。 

◯副議長（久保 浩） 阿部市民局長。 

◯市民局長（阿部 亨） 住民登録についてのお尋ねでございますが、本市における成り済

ましや虚偽による住民異動が判明した直近５年間の件数でございます。平成 17 年度６件、

18 年度１件、19 年度２件、20 年度４件、21 年度４件となってございます。主な内容とい

たしましては、本人が居住実態のない住所地に虚偽の異動届を行ったものや、第三者が本人

に成り済まして虚偽の異動届を行い、住民票や国民健康保険証を不正に取得したものなど

がございます。 

 次に、住民票の職権消除についてでございますが、虚偽による届け出が判明した場合のほ

か、引っ越しをしたにもかかわらず異動届を提出していないなど、居住実態がないことが判

明した場合に職権消除を行っております。直近５年間に職権消除を行った件数でございま

すが、平成 17 年度 1,575 件、18 年度 1,307 件、19 年度 1,481 件、20 年度 1,199 件、21 年

度 600 件となっております。 

 次に、御指摘の事例で住民票が消除されなかった理由についてでございますが、前回の国

勢調査の際にどのような対応を行ったのかについては確認ができてございませんが、住民

登録事務の所管課である市民課によります実態調査に至らなかったことが原因ではないか

と考えております。区役所内部の連絡が行き届かず、通報していただいた居住者の方に大変

御迷惑をおかけしたことにつきましては、大変申しわけなく思っている次第でございます。 

 次に、実際に住んでいない住所地に住民登録が行われた理由についてでございますが、住

民異動届の受け付けに当たりましては、窓口で届け出人の本人確認を行った上で書類によ

る審査を行っております。届け出住所地に実際に居住しているかどうかの確認までは行っ

ていないため、このような状態になったものと考えております。 

 また、住民異動届の本人確認書類でございますが、原則として住民基本台帳カードや運転

免許証、パスポート、健康保険証などの公的な書類で本人確認を行うようにいたしておりま

す。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 山田教育長。 

◯教育長（山田裕嗣） 給食センター等に関する御質問にお答えをいたします。 

 まず、食育の定義についてのお尋ねでございますが、食育基本法の中で食育は知育、徳育

及び体育の基礎となるべきものであり、さまざまな経験を通じて食に関する知識と食を選

択する力を習得し、健全な食生活を実践できる人間を育てることと位置づけられておりま

す。 

 次に、食育の重要性をどう考え、学校給食にどう反映しているのかというお尋ねでござい

ますが、学校給食法において示されているとおり、学校における食育は児童生徒一人一人が

食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身につけるとともに、豊かな心や社会性を養う

ことを目指しております。各学校は発達段階に応じた継続的、系統的な食育指導全体計画を



作成をしまして、学校給食を生きた教材として活用しながらきめ細かな指導を行っており

ます。 

 次に、学校給食センターの基本的役割についてのお尋ねでございますが、平成 22 年 10

月に策定をしました学校給食センター再整備基本構想におきまして、基本的役割及び機能

をまとめております。その内容につきましては、安全、安心な給食の提供、継続して安定供

給できる給食環境の維持、栄養バランスのとれた献立の作成、望ましい食習慣の確立及びお

いしい給食の提供など７つの項目を掲げております。 

 次に、いつから、どのような体制で議論を進めてきたのかということについてでございま

すが、学校給食センター再整備基本構想を策定するに当たりまして、平成 21 年７月に保護

者代表、学識経験者及び学校関係者など 14 名で構成をいたします学校給食センター再整備

基本構想策定委員会を設置をしまして、平成 22 年３月まで計６回にわたりまして給食セン

ターの基本的役割、配置計画、事業手法及び運営体制等について検討をいただいたところで

ございます。 

 次に、ＰＦＩの導入と民間委託についての考えでございますが、まず、学校給食センター

再整備基本構想において、事業手法や運営体制については東部、南部、西部それぞれのセン

ターごとに検討することといたしております。また、ＰＦＩを含む６つの事業手法について、

安全、安心でおいしい給食の安定供給、事業の効率化及び財政負担の長期平準化の視点から

整理をいたしております。なお、具体的な整備計画検討に当たっては、民間活用手法につい

て積極的に検討し、最適な事業手法を選択していきたいと考えております。 

 次に、整備計画等作成支援業務の委託についてでございますが、７月から８月にかけまし

て、第１給食センターの整備計画の基礎となる資料作成や調査等を行わせるコンサルタン

ト業者を選定するため、９社を指名し、そのうち提案競技に参加された７社により選考を行

った結果、株式会社日建設計総合研究所に委託をいたしております。 

 次に、他都市センターの視察地についてでございますが、政令指定都市の最新施設を中心

に仙台市、千葉市、静岡市や山形市、焼津市について調査を行っております。各市では給食

センターの整備や運営のあり方、ＰＦＩ等の事業手法について聴取するとともに、各施設に

おける具体的調理内容や最新設備等について視察しております。その中でドライ方式によ

り人員や面積などが増大し、費用が増加することに対する効率的な運営の検討が必要とな

ることなど、本市の再整備に大変有益な調査ができたところでございます。 

 最後に、第１回基本構想策定委員会のあいさつの中での合理化、効率化の発言の趣旨につ

いてでございますが、センター再整備に当たっては安全、安心な給食の提供を第一義に、衛

生管理の向上やアレルギー対応、個別食器への改善などを図る一方で、施設規模の増大や運

営人員の増加が見込まれる中で、学校給食運営の合理化や効率化についても、あわせて検討

していく必要があるという趣旨でのあいさつを行ったものでございます。以上でございま

す。 

◯副議長（久保 浩） 松野隆議員。 



◯34 番（松野 隆） 個人情報のセキュリティー対策についてでありますが、虚偽の住民

登録について、この事案の経緯から考えますと、だれでも勝手に人の住所に住民票を異動し、

だれもが知らないうちに自分の住所に他人が住んでいるということが起こり得ますし、御

本人が知らないだけで今も他人が住民票上は住んでいるかもしれません。実害の有無にか

かわらず、被害に遭われた方はだれもが嫌な思いをされると思います。戸籍、住民票、印鑑

登録、養子縁組や国民健康保険等の登録について、虚偽や成り済ましが起こるのにはさまざ

まな理由があると思います。2003 年に鳥栖市で起きた住基カード不正取得事件は、他人名

義の口座を開き、本人の名義では融資を受けられないという理由で消費者金融から借金を

したという事件でした。 

 Ａさん宅への住民登録について、事実関係の確認要請に対して、その後、Ｂ本人と連絡は

ついたのか、虚偽の判明以降の経緯と結果についてお答えください。あわせて選挙はがきの

返送の有無をお答えください。 

 一般論としてお聞きしますが、全国では成り済ましにより勝手に住民票を動かされ、結果

として何らかの理由により本人が知らないうちに住民票が消除されたケースもあるようで

すが、職権消除する場合、本人の居住確認調査は実施されているのか、お答えください。ち

なみに選挙はがきの返送はどの程度あるのか、直近の参議院選での返送数を各区別にお答

えください。 

 自営業者であれば、国保の案内や納税滞納通知や督促状など各種通知が役所から自宅に

届きますが、サラリーマンは社会保険や住民税の天引きにより行政から直接通知書を受け

る機会は少なくなります。役所に行く機会がめったにない人は個人情報に何らかの変化が

起きても気づくチャンスは少なくなり、今回のＡさんもそうでしたが、公文書の保存年限を

超過してしまうと、追跡調査不能という事態になります。 

 お尋ねしますが、例えば、職権消除を行う際に市民課の職員が住民税支払いの有無を調べ、

居住確認を行うことはできるのでしょうか、お答えください。 

 最近、日本各地で発生した高齢者の所在不明問題や振り込め詐欺、悪質商法など高齢者が

ねらい撃ちされる被害が後を絶ちません。今述べましたように、何らかの悪意を持って本人

に成り済まして勝手に住民票を動かすことが可能であれば、知らないうちに住所が消され

たり、財産や不動産の侵害、被害を受けることは現実に起こり得る話です。特に高齢化が進

み、身寄りもなく、お一人で頑張って暮らしておられる高齢者の老後の生きる糧である預貯

金や年金、不動産など財産の侵害を未然に防ぐ策を講じ、善良な市民を犯罪被害から守るの

は行政の当然の責務であると考えます。本市として成り済まし被害や虚偽登録への対策は

喫緊の課題であると思いますが、今後の取り組みについて当局の見解を求めます。 

 次に、給食センターについてです。 

 冒頭申し上げましたように、これまで幾度となく学校給食について議会でも議論が行わ

れてきました。私も質問を通じ、極端に短い時間を強いられている中学生の給食時間を改善

し、食べる時間が確保されるよう求めました。最近ではパンの持ち帰りについても活発に議



論が行われ、世間でも大きな話題となりました。議論の中で常に問題になるのは、制度その

ものが子どもたちのためなのか、それとも行政や大人の都合のためなのかという点でもあ

ります。かつて導入当初、学校給食が福祉であった時代から教育の一環と位置づけられ、さ

らに現在は食育と、学校給食の意義は大きく変遷しました。それほど学校給食は子どもたち

の将来にとって大変重要であり、心身の成長や経験に与える影響を深く考慮しながら行う

べき教育事業であります。 

 そこでお尋ねしますが、本市教育委員会が、センター方式事業を行っている他都市につい

て、直営から民間方式に移行した給食の味の変化や感想について、直接子どもたちから意見

やアンケートを聴取したことはありますか、お答えください。 

 今回の再整備において、教育長は学校給食公社の運営の合理化についても進めようとし

ておられますが、具体的にどのような合理化を計画しておられるのか、お答えください。 

 時代の要請というべき合理化は大変重要であります。民間委託が悪いというつもりも毛

頭ありません。ただ、学校給食、食育に関しては慎重にも慎重を期して整備計画の検討を行

っていただきたいのであります。例えば、直営の場合、栄養士と調理員は協力関係のもとで

献立の組み立てや調理を行うことができるのに対して、民間委託では栄養士は発注者の権

限を越える指示や作業はできませんし、もともとコスト削減を目的とした委託事業では従

業員の賃金が抑えられ、社員やパートの職場定着率が低く、従業員がよく入れかわるとの話

も聞きますので、調理スキルや経験実態に応じて献立の変更が行われる事例もあるそうで

す。公社と民間事業者を比較した場合、コスト面では民間事業者のほうが優位であることは

間違いないと思います。したがって、今後は人件費の見直しなど、コストダウンを図る方向

になるのだと思いますが、調理員の人件費が見直されればそれでいいという問題ではあり

ません。今後、民間委託が進み、人員削減となれば、公社は結果的に天下りの受け皿という

色合いが濃い組織として存続することになると思います。 

 したがいまして、公社の改善を図る上で重要なのは、調理員の経験や声が十分に発揮、反

映される献立や調理方法などを種々検討、改善し、子どもたちへの食育に資するための組織

改革であると思いますが、御所見をお伺いいたします。 

 なお、人件費の検討は現業の職員に対してだけ行うのではなく、管理職を含めた全体の改

革を行うことが現場のモチベーションを保つための要件であると強く要望しておきます。 

 以上で２回目を終わります。 

◯副議長（久保 浩） 阿部市民局長。 

◯市民局長（阿部 亨） 住民登録についてのお尋ねでございますが、御指摘の事例の経緯

につきましては、今回、居住者の方からの御指摘を受けまして、所管の市民課より虚偽の届

け出を行った本人が提出をいたしました住民異動届に記載されていた電話番号に電話をし

ておりますが、連絡はとれませんでした。その後の調査の結果、本人は前回の国勢調査後に

一たん県外へ転出を届け出ましたが、その後転出を取り消す申し出を行い、もとの住所へ住

民登録を回復しておりました。今回、現地調査を行いました結果、居住実態が確認できなか



ったことから住民票を職権消除したところでございます。また、投票所入場整理券につきま

しては、送付したものの返送されたというふうに伺っております。 

 次に、本人の居住確認についてでございますが、住民票の職権消除を行う場合には、住民

基本台帳法第 34 条に基づいて居住実態の調査を行っているところでございます。 

 次に、職権消除に当たり、市民課職員が住民税支払いについて確認できるかどうかについ

てでございますが、市民税担当課の職員には地方税法上の守秘義務があることから、住民基

本台帳法第 34 条の調査権限では課税状況の確認をすることはできないとされております。 

 次に、成り済ましや虚偽の届け出に対する対策についてでございますが、居住実態がない

他人の住所地に住民登録を行うことは法令違反でございます。区役所の関係各課の連携を

密にし、このような事実が判明した場合には速やかに調査を行い、職権消除を行ってまいり

ます。また、高齢者を含めた市民の財産を守るためにも、窓口において成り済ましや虚偽の

届け出を防止できるよう、より的確な審査方法について検討してまいりたいと考えており

ます。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 吉次選挙管理委員会事務局長。 

◯選挙管理委員会事務局長（吉次裕二） 選挙はがきの返送数についてお答えをいたします。 

 本年７月執行の参議院通常選挙の際に、はがきとして郵送いたしました投票所入場整理

券の各区別の返送数につきましては、東区が 1,480 通、博多区が 1,880 通、中央区が 1,413

通、南区が 1,376 通、城南区が 771 通、早良区が 1,089 通、西区が 761 通となっており、

全市合計で 8,770 通となっております。以上です。 

◯副議長（久保 浩） 山田教育長。 

◯教育長（山田裕嗣） 給食センターについての御質問にお答えをいたします。 

 まず、他都市の子どもたちからの意見やアンケートの聴取についてでございますが、福岡

市が直接、意見などを聞いたことはございませんが、実施した政令市に聞いたところ、生徒

と教職員 3,000 名余に対して、民間移行前と移行後の給食を比較してどうかとの問いにつ

いて、生徒の意見は変わらないという回答が約 80％弱ということでございました。 

 次に、学校給食公社についてのお尋ねでございますが、公社においてはこれまで物資の調

達、検査や調理などを行っており、安全、安心な給食を安定的に提供するなどの役割を果た

してきたものと考えます。しかしながら、社会環境の変化や給食センター再整備に伴い、事

業の見直しを行っていく必要があり、将来に向けた経営内容や組織体制などのあり方及び

方向性等を踏まえた中期経営計画を、平成 22 年度末を目途に策定中と聞いております。本

市としましては、その動向を注視していきたいと考えております。 

 最後に、公社調理員の声を献立や調理方法に反映できるような組織改革をとの御指摘で

ございますが、学校給食における献立については、現在、調理現場からの御意見もお伺いし

ながら作成しているところでございますが、今後とも、調理現場の声を学校給食に生かす取

り組みを行ってまいります。また、子どもの感謝の気持ちと調理現場の給食への思いがお互

いに届くような取り組みも進めてまいりたいと考えております。 



 なお、公社の中期経営計画の作成に当たり、従業員の声を大切にしていく組織風土づくり

が行えるよう公社とも十分議論してまいりたいと考えております。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 松野隆議員。 

◯34 番（松野 隆） 給食センターについてでありますけれども、先ほど、食育はさまざ

まな経験を通じて知識と力を習得すると教育長は答弁されましたけれども、せっかくのセ

ンター再整備ですので、これまで行われなかったような事業もぜひ検討していただきたい

と思います。例えば、実際に生徒たちが調理をしたり、調理員との交流を行い、お互いに顔

が見える関係を構築することで、給食の質の向上あるいは子どもたちの食文化への理解を

深める機会にするなど、体験型給食センターを御検討いただきたいと思います。 

 今後、給食センターの再整備議論が進むに当たり最優先していただきたいことは、子ども

の心身の成長に影響する栄養や食の安全性や食育の観点であります。最後に教育長に御所

見を求め、この質問を終わります。 

 次に、住民票の適正管理につきまして、偽装や成り済ましを未然に防ぐための対策ととも

に、事後の追跡調査方法や体制の整備も不可欠であります。例えば、返送された選挙はがき

をデータベース化し、窓口確認や事後の照会資料として活用するなど今後御検討いただき

たいと思います。 

 ＩＴ時代にふさわしい利便性、いわば公の利益を追求するときには、個の利益が侵害され

る可能性も一気に高まります。相反する課題でありますが、どちらも市民の利益であります。

住民票の登録は申請主義による性善説に立って受け入れなければならない現状や、法律が

行政にとりましては高い壁となって市町村だけでは乗り越えられないことも多々あります

ので、本市独自の対策とあわせて国にも問題提起をし、取り組んでいただきたいと思います。 

 最後に、高島市長に御所見を求め、私の質問を終わります。 

◯副議長（久保 浩） 山田教育長。 

◯教育長（山田裕嗣） 給食センターの再整備に当たって、食育の観点などからの体験型給

食センターの御提案についてでございますが、食育は教育委員会としても重要な課題と認

識しており、さらに充実していく観点から、給食センター再整備では子どもたちや保護者が

食について学び、体験できるなどの新たな取り組みについても検討してまいりたいと考え

ております。 

 また、子どもたちのことを第一に考え、安全、安心で栄養バランスのとれたおいしい給食

が提供できるよう、より一層努力してまいります。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 高島市長。 

◯市長（高島宗一郎） 松野議員の質問にお答えしたいと思います。 

 今お話がありました、勝手に自分の住所に他人が住民票を移してきていたというのを発

見された方というのは、本当に不安だったろうというふうに心中をお察しいたします。 

 住民登録についてはですね、ほかにも高齢者の不明問題ということも全国的に起きまし

たし、こういった制度のあり方について、いろんな問題点があるというふうに私も認識をい



たしております。そしてまた、そのＩＴ時代におけるという話がありましたが、確かに個人

情報が勝手に操作されたり、それから虚偽の届け出、こういったことが行われたりすること

がないように、もちろん、国としても時代の変化に応じて制度が改善されますようにこちら

からも求めていきますし、また、行政内部ともしっかり連携を図りながら、窓口の対応など

もしっかり行うようにして、市民の皆さんが安心して暮らすことができるようにしっかり

と取り組んでいきたいというふうに思っております。以上です。 

 


